
在籍型出向支援の状況について
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～失業なき労働移動をめざす人材マッチングの専門機関です～

～

福岡事務所

資料４－３



産業雇用安定センターについて
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プラザ合意に伴う円高不況の進行により、大量の余剰人員が生まれ雇用不安が高まっていた時代、１９８７年（昭和６２年）

３月に当時の労働省、日経連、産業団体※などが協力して失業なき労働移動を支援する公的機関 として

設立されました。

以来、厚生労働省、経済・産業団体や連合（労働組合）などとの 密接な連携のもとに、本部と全国４７都道府県の地方事務

所の連携による全国的なネットワークにより出向・移籍の支援事業に取り組んでいます。

主な事業は、人材を送り出す企業と人材を受け入れる企業との間に立って、 情報提供・相談等の支援を行い、出向・移籍

の成立に結び付ける「人材の橋渡し」の業務を で実施しています。無料

雇用調整等のニーズのある 企業様（送出）と 雇い入れご希望の企業様（受入）との間で

人材マッチングサービスを提供しています。

１ ２

送出 受入

２１

※ 基本財産出捐団体

一般社団法人 日本造船工業会
一般社団法人日本鉄鋼連盟
電気事業連合会
一般社団法人 全国銀行協会
一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本電機工業会
一般社団法人 セメント協会
日本化学繊維協会
日本製紙連合会
日本石炭協会
日本紡績協会
一般社団法人 日本民営鉄道協会
一般社団法人 日本船主協会



雇用シェア説明会・相談会等の開催状況
〇 雇用シェア説明会の開催状況(Ｒ2.12.16～R4.12.31)

・当協議会構成機関の協力・連携の下、計７７回開催。

・令和３年９月まで北九州、筑後、筑豊地区で開催し、１０月以降福岡地区のみ開催。
・令和４年７月からオンラインと参集形式で開催。
・令和５年１月、２月はオンラインのみで開催。２月で説明会は終了。
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開催回数 参加企業数
企業

参加者数
行政機関
参加者数

社労士等
参加者数

出向送出
意向企業数

出向受入
意向企業数

24 123 143 39 23 31 61

福岡 11 69 80 18 16 22 30

北九州 7 47 56 8 4 8 26

筑後 3 5 5 9 3 1 3

筑豊 3 2 2 4 0 0 2

44 147 175 4 18 50 58

福岡 24 102 124 1 15 40 36

北九州 10 29 34 0 2 6 14

筑後 5 10 10 2 1 3 4

筑豊 5 6 7 1 0 1 4

9 55 61 0 9 8 11

福岡 3 18 21 0 2 4 2

オンライン 6 37 40 0 7 4 9

77 325 379 43 50 89 130

福岡 38 189 225 19 33 66 68

北九州 17 76 90 8 6 14 40

筑後 8 15 15 11 4 4 7

筑豊 8 8 9 5 0 1 6

オンライン 6 37 40 0 7 4 9

Ｒ３年度

計

Ｒ２年度

計

Ｒ４年度

計

合計

計

相談内容日程

R3.6.29

参加企業数

６社
・出向関係７件
・産業雇用安定助成金３件　　　計１０件

〇 雇用シェアワンストップ相談会

地区 日程

福岡
R3.10.18
 ～10.19

北九州 R3.11.19

説明内容

・在籍型出向制度
・産業雇用安定助成金
・業務改善助成金
・働き方改革に係る助成制度

参加企業数

３３社

１４社

〇 雇用維持・安定・人材確保のための支援制度説明会

〇 雇用維持・安定・人材確保のための支援制度相談会

R3.10.22 ５社

・出向関係３件
・産業雇用安定助成金１件
・業務改善助成金３件
・働き方改革関係２件　　　　　　計９件

日程 参加企業数 相談内容



出向・移籍別の成立状況
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前年比 前年比 前年比 出向 移籍

44.8% 55.2%

▲28.8 ▲13.6 ▲20.4

▲26.2 ▲4.3 ▲13.1

▲18.4 15.0 3.6

7.5 ▲9.4 ▲4.9

78.7 5.4 27.6

▲69.7 10.1 ▲24.6

30.3% 69.7%

42.4% 57.6%

82.5%
２０２２年度

（令和４年度）
12月末

55.5 261.5 317.0
17.5%

出向・移籍の割合

40.0% 60.0%

34.0% 66.0%

26.8% 73.2%

（注）2022年度は2021年度12月末時点との前年比。

２０２０年度
（令和２年度）

136.0 313.5 449.5

２０２１年度
（令和３年度）

243.0 330.5 573.5

456.0

２０１９年度
（令和元年度）

126.5 346.0 472.5

２０１８年度
（平成３０年度）

移籍 計

２０１６年度
（平成２８年度）

295.0 364.0 659.0

出向
年度

２０１７年度
（平成２９年度）

210.0 314.5 524.5

155.0 301.0

○ 令和３年度は、在籍型出向が大幅に増加、前年比７８.７％増。
○ 令和４年度は、在籍型出向は大幅に減少、前年比６９.７％減。

福岡事務所の状況 全国の状況

○ 令和２年度、令和３年度と在籍型出向が大幅に増加。
○ 令和４年度は、在籍型出向は一定の業種では引き続きニーズはあるが約半減。

前年比 前年比 前年比 出向 移籍

24.7% 75.3%

2.4 6.1 5.2

▲19.1 6.6 0.4

▲26.1 17.4 9.0

146.9 ▲0.8 18.6

83.3 3.0 25.0

▲49.3 ▲20.7 ▲32.4

２０２２年度
（令和４年度）

12月末

2,307 5,186 7,493

27.4%

２０２１年度
（令和３年度）

5,611 8,349 13,960

72.6%

40.2% 59.8%

30.8% 69.2%

13.2% 86.8%

出向・移籍の割合

24.1% 75.9%

19.4% 80.6%

２０２０年度
（令和２年度）

3,061 8,109 11,170

２０１８年度
（平成３０年度）

1,678 6,963 8,641

２０１９年度
（令和元年度）

1,240 8,177 9,417

２０１６年度
（平成２８年度）

2,024 6,157 8,181

２０１７年度
（平成２９年度）

2,073 6,533 8,606

年度
出向 移籍 計

（注）2022年度は2021年度12月末時点との前年比。



○ 「雇用シェア及び産業雇用安定助成金の説明会」開催以降の在籍型出向の成立数は３２５人。
○ 送出業種で多いのは、Ｅ製造業で１１４人、次いで、Ｒサービス業（他に分類されないもの）で８７人（主に空港関係）、Ｈ運輸・郵便業で
５９人（主に航空業）、同じく、N生活関連サービス業,娯楽業で５９人（主に旅行業）。

○ 受入業種で最も多いのは、Ｅ製造業で１６３人、次いでＩ卸売・小売業８５人、Ｒサービス業（他に分類されないもの）で７１人（主にコー
ルセンター関係）。

○ 異なる業種間で成立した割合は、６５.５％（３２５人のうち２１３人）。
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1 1

111 18 34 163

1 1

9 6 20 50 85

1 1

1 2 3

31 39 1 71

114 59 6 59 87 325総　　　　　計　　（人）

N 生活関連サービス業，娯楽業

O 教育，学習支援業

P 医療，福祉

Q 複合サービス事業

R サービス業(他に分類されないもの)

ST 公務、その他

H 運輸・郵便業

I 卸売・小売業

J 金融業，保険業

K 不動産業，物品賃貸業

L 学術研究，専門・技術サービス業

M 宿泊業，飲食サービス業

総計

(人)

ABC 農業・林業、漁業、鉱業等

D 建設業

E 製造業

F 電気・ガス・熱供給・水道業

G 情報通信業

N

生活関

連サー

ビス

業，娯

楽業

O

 教育，

学習支

援業

P

 医療，

福祉

Q

複合

サービ

ス事業

R

サービ

ス業(他

に分類

されな

いもの)

ST

 公務、

その他

H

運輸・

郵便業

I

 卸売・

小売業

J

金融

業，保

険業

K

不動産

業，物

品賃貸

業

L

学術研

究，専

門・技

術サー

ビス業

M

宿泊

業，飲

食サー

ビス業

ABC

農業・

林業、

漁業、

鉱業等

D

建設業

E

製造業

F

電気・

ガス・

熱供

給・水

道業

G

情報通

信業

受入業種

送出業種

在籍型出向の業種間の成立状況
(Ｒ2.12.16～R4.12.31)

全国の状況（参考）
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人材育成型出向等支援


